
○戸田市町会・自治会活動支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、町会・自治会が、地域住民が主体となって地域課題の解

決等に取り組む活動や、地域住民の理解と関心を深め、様々な住民の参加と

つながりを促進する活動等に要する費用の一部について、予算の範囲内で戸

田市町会・自治会活動支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するこ

とにより、地域社会において重要な役割を担う町会・自治会の活動の活性化

を図り、もって地域コミュニティの醸成に寄与することを目的とする。 

２ 補助金の交付手続等に関しては、戸田市補助金等交付規則（平成２１年規

則第６号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「町会会館等」とは、町会・自治会が活動の拠点

として管理し、及び利用する施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となるものは、市内の町会・自治会とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、町会・

自治会が地域の円滑な交流の促進又は地域内及び地域と行政との連絡調整、

町会・自治会の未加入世帯への加入促進等の地域の振興を図ることを目的と

する事業とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象者が補助対象事業に要する経費とする。ただし、神社祭礼や祭事等

の特定の宗教行事に関する経費、懇親を目的とした慰労会や賀詞交歓会等で

の飲食費（事業活動に付随する茶菓料等は除く。）、来賓等への接待費（飲

食費・交通費・土産代等）、寄付金・募金・協賛金、他団体への会費・交際

費・祝金・積立金・繰越金・予備費その他補助対象経費として適切でないと

市長が認めるものは、補助対象経費から除くものとする。 

２ 本市の他の要綱に基づく同様の補助又は国、地方公共団体その他これらに

準ずる団体における同様の補助を受けている場合は、補助を受けている部分

について補助対象経費から除くものとする。 



（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額又は２５，０００円に当該町会・自

治会への加入世帯数に４４０円を乗じて得た額及び加入を促進する活動を行

った未加入世帯数に２２０円を乗じて得た額を合算した額のいずれか低い額

とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする町会・自治会（以下「申請町会・自治

会」という。）は、戸田市町会・自治会活動支援補助金交付申請書（第１号

様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) 前年度決算書 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類

を審査し、適当と認めたときは戸田市町会・自治会活動支援補助金交付決定

通知書（第２号様式）により、不適当と認めたときは戸田市町会・自治会活

動支援補助金不交付決定通知書（第３号様式）により申請町会・自治会に通

知するものとする。 

（補助対象事業の変更等） 

第９条 申請町会・自治会は、補助対象事業を変更し、又は中止しようとする

ときは、速やかに、戸田市町会・自治会活動支援補助金交付申請変更等届出

書（第４号様式）を市長に速やかに提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた町会（以下「交付決定町会・自治会」と

いう。）は、補助対象事業の終了後速やかに、戸田市町会・自治会活動支援

補助金実績報告書（第５号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出し

なければならない。 

(1) 決算書 

(2) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 

第１１条 市長は、前条に規定する実績報告書の提出があったときは、当該報



告に係る書類を審査し、適当と認めたときは、戸田市町会・自治会活動支援

補助金確定通知書（第６号様式）により交付決定町会・自治会に通知するも

のとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 交付決定町会・自治会は、補助金の交付を受けようとするときは、

戸田市町会・自治会活動支援補助金交付請求書（第７号様式）を、市長に提

出しなければならない。 

（補助金の交付を受けた町会の責務） 

第１３条 補助金の交付を受け、補助対象事業を実施した町会・自治会は、良

好な地域コミュニティの醸成及び活発な活動に努めるとともに、適切な町

会・自治会運営に努めなければならない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、既にデジタル回線契約を完了した町会については、

当該デジタル環境維持管理費に係る最も古い補助対象月から起算して３年間

は、なお従前の例により補助することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



第１号様式（第７条関係） 

第２号様式（第８条関係） 

第３号様式（第８条関係） 

第４号様式（第９条関係） 

第５号様式（第１０条関係） 

第６号様式（第１１条関係） 

第７号様式（第１２条関係） 

 


